
 

 

 厚生労働省北海道労働局発表 

令和 7年 10月 6日 
 

担 
 

当 

厚生労働省 北海道労働局労働基準部監督課 

    課     長 十倉 正直 

    主任監察監督官 小田桐 和宏 

    電話 011-709-2311（内線 3541）  

報道関係者各位  

 

賃金不払が疑われる事業場に対する監督指導結果(令和６年)を 

公表します 

～行政指導により、合計 4億 5,100万円の支払いを指導～ 
 

 

 北海道労働局（局長 村松
むらまつ

 達也
た つ や

）は、このたび、令和６年に賃金不払が疑われる事業場

に対して、管下の労働基準監督署・支署が実施した監督指導の結果を取りまとめましたの

で、公表します。 

北海道労働局では、引き続き賃金不払事案の解消に向け、監督指導を徹底していきます。 

また、倒産により解決が困難な事案については、賃金の支払の確保等に関する法律（昭

和51年法律第34号）に基づく未払賃金立替払制度を迅速かつ適正に運用してまいります。 

 

Press Release 

【監督指導結果のポイント(詳細 別紙）) 
 

1  令和６年に北海道の労働基準監督署（支署）で取り扱った賃金不払事案の件数、

対象労働者数及び金額は以下のとおりです（※1、2）。 

(1) 件    数      1,073件（前年比   -21件） 

(2) 対象労働者数      6,354人（ 同   -1,375人） 

(3) 金    額   4億5,100万円（ 同  -7,397万円） 

 

2  労働基準監督署（支署）が取り扱った賃金不払事案（上記1）のうち、令和６年中

に、労働基準監督署（支署）の指導により使用者が賃金を支払い、解決されたもの

の状況は以下のとおりです（※3）。 

(1) 件    数      1,042件（97.1％） 

(2) 対象労働者数      6,158人（96.1％） 

(3) 金    額   3億9,744万円（88.1％） 

 
※1 令和６年中に解決せず、事案が翌年に繰り越しになったものも含まれます。 

※2 倒産、事業主の行方不明により賃金が支払われなかったものも含まれます。 

※3 不払賃金額の一部のみを支払ったものも含まれます。 



１．監督指導状況（令和６年） 別紙

① 件数

② 対象労働者数

③ 金額

（※１）令和６年中に解決せず、事案が翌年に繰り越しになったものも含まれます。
（※２）倒産、事業主の行方不明により賃金が支払われなかったものも含まれます。
（※３）不払賃金額の一部のみを支払ったものも含まれます。

１

支払われなかった金額
5,356万円（11.9％）

金額
計4億5,100万円

支払われた金額
3億9,744万円（88.1％）

１事案における最
大支払金額

 1,710万円

支払われなかった
労働者数

196人（3.1％）

労働者数
計6,354人

支払われた労働者数
6,158人（96.9％）

（単位：万円）

件数
計1,073件

支払われなかった件数
31件（2.9％）

支払われた件数
1,042件（97.1％）



２．業種別の監督指導状況（令和６年）

（単位：万円）

（単位：人）

（単位：企業数）① 件数

② 対象労働者数

③ 金額

（※１）令和６年中に解決せず、事案が翌年に繰り越しになったものも含まれます。
（※２）倒産、事業主の行方不明により賃金が支払われなかったものも含まれます。
（※３）不払賃金額の一部のみを支払ったものも含まれます。

２

商業 236 件 

（22.0%）

その他 199 件 （18.6％）

製造業 150 件（14.0%）

建設業 140 件

（13.0%）

保健衛生業 126 件

（11.7%）

接客娯楽業 117 件

（10.9%）

運輸交通業 105 件（9.8%）

（※）その他の主な内訳
その他の事業 88件（44.2％）
教育・研究業 34件（17.1％）
清掃・と畜業 32件（16.1％）
畜産・水産業 17件（8.5％）

保健衛生業 1,789 人

（29.1%）

商業 1,052 人 （17.1%）

製造業 895 人（14.5%）

その他 826 人 

（13.4%）

運輸交通業 697 人

（11.3%）

建設業 542 人（8.8%）

接客娯楽業 357 人（5.8%）

（※）その他の主な内訳
その他の事業 344人（41.6％）
清掃・と畜業 174人（21.1％）
教育・研究業 123人（14.9％）
貨物取扱業   84人（10.2％）

（※）その他の主な内訳
その他の事業 3,936万円（48.3％）
教育・研究業 1,395万円（17.1％）
畜産・水産業    892万円（10.9％）
清掃・と畜業    630万円（7.7％）

指導金額
計4億5,100万円

労働者数
計6,158人

件数
計1,073件

保健衛生業 9,585 万円

（21.3%）

商業 9,036 万円（20.0%）

その他 8,148万円 （18.1%）

建設業 5,204 万円（11.5%）

製造業 5,036 万円（11.2%）

接客娯楽業 4,242 万円（9.4%）

運輸交通業 3,849 万円（8.5%）



監督指導において
賃金不払が認められた事例

事例１

建設業の事業場に立入調査を実施した。

各労働者の賃金支払状況を確認したところ、現場作業に従事する労働者に支給してい

る現場手当や資格手当等を割増賃金の算定基礎に含めずに割増賃金の計算を行い、支

払が行われていた。

事案の概要

◆ 割増賃金の一部不払を是正勧告し、過去に遡っての適正な支払を指導

• 割増賃金の基礎として算入しなければならない賃金を含めた上で、割増賃金を再

計算し、差額を支払うよう是正勧告した（労働基準法第37条違反）。

• 就業規則の賃金規程を見直しの上、算定基礎に含める賃金の定義や賃金の支払方

法を適正化するよう指導した。

労働基準監督署の指導

事業場の対応

◆ 過去に遡って割増賃金の不足額を支払うとともに、賃金支払の適正化を実施

• 過去に遡って正しい単価で割増賃金を再計算の上、不足が生じていた労働者に対

して、割増賃金を追加で支給した。

• 賃金規程の見直しを行い、割増賃金の適正な支払について明確化し、改訂した就

業規則を所轄労働基準監督署長に届け出た。

→ 改善の結果、不足した割増賃金の支払と割増賃金の支払の適正化が

図られた。



事例２

事案の概要

労働基準監督署の指導

事業場の対応

教育・研究業の事業場に立入調査を実施した。

各労働者の賃金支払状況を確認したところ、事業場では、残業申請書により時間外

労働時間を申請し、割増賃金の支払を行うルールとなっていたが、実際には残業申請

書による運用は行われておらず、固定残業代を超える時間外労働に対する割増賃金が

支払われていなかった。

◆ 割増賃金の不払を是正勧告し、過去に遡り適正な支払を行うこと及び労働時間管理の

適正化について指導

• 時間外労働を再算定の上、固定残業代を超える時間外労働時間に対する割増賃金

の不払について是正勧告した（労働基準法第37条第1項違反）。

• 過去に遡って各労働者からの事実関係の聴き取りを行うなどの実態調査を実施し、

差額の割増賃金の支払が必要な場合は追加で支払うよう指導した。

• 「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関するガイドライン」

（平成29年１月20日、厚生労働省策定）に基づき、残業申請に対する実態の確

認等を行い、労働時間管理の適正化に取り組むよう指導した。

◆ 過去に遡って割増賃金の不足額を支払うとともに、労働時間の適正な把握を実施

• 過去に遡って実態調査を実施の上、割増賃金の支払に不足が生じていた労働者に

対して、割増賃金を追加で支給した。

• 管理者において残業申請書による時間外労働の管理を徹底し、他の記録と突合を

行うなどの確認を日々実施することにより、労働時間の適正な把握のための体制

を構築した。

→ 取組の結果、不足した割増賃金の支払と労働時間の適正な把握・管理体

制の構築、定着が図られた。
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